
南あわじ市公告

平成30年9月27日

南あわじ市長　守　本　憲　弘

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用状況（平成29年4月2日～平成30年4月1日）

（注）採用者数は、競争試験により採用した職員数です。

（２）職員の職種別事由別退職状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

（注）１　定年退職とは、医師は70歳、その他の職員は60歳に達した日以後の最初の3月31日に退職することです。

　　　　なお、医師は73歳まで定年延長することができます。

　　　２　早期希望退職とは、以下の要件に該当する職員で、早期希望退職の募集に応じ、定年前に退職することの

　　　　認定を受けて退職することです。

　　　　　・退職日において勤続期間が15年以上で平成30年3月31日において年齢が45歳以上60歳未満である職員。

　　　３　普通退職とは、定年退職、勧奨退職以外の者で、自己都合により退職することです。（死亡退職を含む。）

（３）職員数の状況（各年度の4月1日現在）

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数で、派遣職員、再任用職員（短時間勤務除く）を含んでいます。

南あわじ市人事行政の運営等の状況の公表について

　平成29年度における本市の人事行政の運営等の状況について、南あわじ市人事行政の運営等の
状況の公表に関する条例（平成18年南あわじ市条例第6号）第６条の規定に基づき、職員の任用、
職員数、給与、勤務時間、その他の勤務条件、服務等についての概要を公表します。

区　　　　分 採用者数 備　　　　　　　　　　　　　　考

一 般 行 政 職 24人
平成29年５月１日付（事務職１人）
平成30年４月１日付（事務職12人、保育士等11人）

医 師 職 0人

看 護 職 0人

技 能 労 務 職 0人

合 計 24人

区　　　　分 定年退職 早期希望退職 普通退職 計

一 般 行 政 職 21人 6人 7人 34人

医 師 職 0人 0人 0人 0人

看 護 職 0人 0人 0人 0人

技 能 労 務 職 2人 0人 0人 2人

合 計 23人 6人 7人 36人

部　　門
職員数

対前年増加数 主な増減理由
平成30年 平成29年

福祉関係を
除     く
一般行政

議　　会 6人 6人 0

総　　務 127人 131人 △ 4 機構改革による増減による減

税　　務 16人 17人 △ 1 人事異動による減

農林水産 38人 32人 6 機構改革による増減による増

商　　工 12人 12人 0

土　　木 22人 28人 △ 6 機構改革による増減による減

小　　計 221人 226人 △ 5

福祉関係

民　　生 98人 93人 5 機構改革による増減による増

衛　　生 35人 35人 0

小　　計 133人 128人 5

一般行政部門 354人 354人 0

特別行政
教　　育 76人 67人 9 人事異動による増

消　　防 1人 1人 0

特別行政部門 77人 68人 9

公営企業

病　　院 4人 4人 0

水　　道 13人 14人 △ 1 人事異動による減

下 水 道 13人 14人 △ 1 人事異動による減

そ の 他 22人 30人 △ 8 事業廃止、人事異動による減

公営企業等会計部門 52人 62人 △ 10

合　　　計 483人 484人 △ 1
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（４）年齢別職員構成の状況（平成30年4月1日現在）

20歳未満 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳以上

～～～～～～～～～～

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

1 24 34 26 37 72 87 75 41 34 41 11 483

0.2 5.0 7.0 5.4 7.7 14.9 18.0 15.5 8.5 7.0 8.5 2.3 100.0

0.20 5.00 7.00 5.40 7.70 14.90 18.00 15.50 8.50 7.00 8.50 2.30 100.00

参考：平成29年4月1日の職員数及び構成比

20歳未満 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳以上

～～～～～～～～～～

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

1 22 30 28 38 79 85 69 32 37 62 1 484

0.2 4.5 6.2 5.8 7.9 16.3 17.6 14.3 6.6 7.6 12.8 0.2 100.0

0.20 4.50 6.20 5.80 7.90 16.30 17.60 14.30 6.60 7.60 12.80 0.20 100.00

２　職員の人事評価の状況

（１）人事評価制度の概要（平成30年4月1日現在）

　平成２６年５月１４日に地方公務員法が改正され、平成２８年４月１日から法律

に基づいて人事評価が行われています。

 ① 年２回、７月１日及び１月１日を基準日として能力評価・業績評価を原則全職

　員に対して実施しています。

 ② 評価において、職員の成績を「特に優秀」「優秀」「良好」「良好でない」「劣る」の

　５段階に区分します。

 ③ 評価の結果は、昇給、昇格、勤勉手当に反映するほか、人事管理や人材育成に

　も反映させることとします。

３　職員の給与の状況

（１）人件費の状況（普通会計決算） ※平成29年度は見込額です

　人

　人

　人

（注）人件費は、平成28年度の普通会計決算額で、一般職及び特別職の職員に対する給与のほか、健康保険及び

　　退職手当等の負担金並びに非常勤特別職の報酬を含んでいます。

区分 計

職員数（人）

構成比（％）

区分 計

職員数（人）

構成比（％）

区分
住民基本台帳人口 歳出額

実質収支
人件費 人件費率

（各年度末の3月31日現在） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ/Ａ）

29年度
平成30年3月31日 　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円 　　　　　％

47,771 27,035,036 359,073 3,783,432 14.0

28年度
平成29年3月31日 　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円 　　　　　％

48,427 27,994,939 275,847 3,664,966 13.1

比較
　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円 　　　　　％

△ 656 △ 959,903 83,226 118,466 0.9
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（２）職員給与費の状況（各年度の普通会計予算）

　人

　人

　人

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

　　　２　給与費は平成29年度及び平成30年度の当初予算にそれぞれ計上された額です。

　　　３　職員数の中には、特別職（市長、副市長、教育長）は含んでいません。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年度の4月1日現在）

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

区　分
職員数 給　　　　　与　　　　　費 一人当たり給与費

（Ａ） 給料 期末・勤勉手当 その他の手当等 計（Ｂ） （Ｂ/Ａ）

30年度
　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円 　　　　　  千円

434 1,615,280 634,251 211,130 2,460,661 5,670

29年度
　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円 　　　　　  千円

428 1,597,993 618,137 228,641 2,444,771 5,712

　　　　千円 　　　　千円 　　　　千円 　　　　　  千円

6 17,287 16,114 △ 17,511 15,890 △ 43
比較

　　　　千円

97.2
96.7 96.7 97.4

98.0

90

95

100

H25 H26 H27 H28 H29

【用語解説】
普通会計：各地方公共団体によって一般会計や特別会計の範囲が異なることから、これを調整して

統一的な基準で統計をとるために用いられる概念的な会計区分で、公営事業会計以外の
すべてが含まれます。本市においては一般会計に、産業廃棄物最終処分事業特別会計及び
ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ事業特別会計を加えたものです。

一般会計：市の行政運営の基本的な経費を網羅して計上している会計。単一会計主義といわれるように、
本来あらゆる歳入、歳出を単一の会計で処理することを原則としているが、現在のように行政活動が
広範多岐にわたる場合において、より合理的な方法で経理を行うため、一般会計のほかに特別会計を
設けています。

特別会計：一般会計に対する会計で、上記のように、特定の歳入歳出を一般の歳出歳入と区別して別箇に
処理するための会計。国民健康保険事業特別会計や介護保険事業特別会計のように法律で
その設置が義務付けられているものと、条例を制定することによって設置できるものとがあります。

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数 ９８．０（平成２９年４月１日現在）
〈（ ）内は国家公務員の給与改定特例法の措置を反映した場合の指数）〉

（注）平成２９年４月１日現在における本市の支給率と国基準の支給率により算出したもの
※ 「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家

公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正した
ラスパイレス指数のことです。（国、南あわじ市ともに地域手当の支給なし。）

（105.2）（104.8）
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（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成30年4月1日現在）

　①一般行政職

　②医師職

　③看護職

　④技能労務職

（注）１　「平均給料月額」とは、平成30年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

　　　２　「平均給与月額（Ａ）」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当

　　　　などの全ての諸手当の額を合計したものです。

　　　　　また、「平均給与月額（Ｂ）」は、国が公表する国家公務員の平均給与月額に時間外勤務手当、

　　　　特殊勤務手当等が含まれていないことから、比較のため国ベースで再計算したものです。

（５）職員の初任給の状況（平成30年4月1日）

（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年4月1日）

区　分 平均年齢 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額

（Ａ） （Ｂ）

南あわじ市 41歳11ヶ月 317,264円 357,484円 345,066円

国 ― ― ― ―

区　分 平均年齢 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額

（Ａ） （Ｂ）

南あわじ市 65歳 574,800円 1,470,716円 674,800円

国 ― ― ― ―

区　分 平均年齢 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額

（Ａ） （Ｂ）

南あわじ市 45歳8ヶ月 334,800円 359,591円 351,043円

国 ― ― ― ―

区　分 平均年齢 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額

（Ａ） （Ｂ）

南あわじ市 50歳10ヶ月 316,535円 347,139円 345,030円

うち清掃 職員 45歳4ヶ月 285,150円 316,867円 316,867円

うち学校給食員 56歳4ヶ月 357,817円 375,550円 375,550円

う ち 用 務 員 56歳7ヶ月 256,600円 260,100円 260,100円

うち自動車運転手 49歳7ヶ月 332,840円 377,566円 368,360円

そ の 他 49歳2ヶ月 311,275円 355,418円 354,800円

国 ― ― ― ―

区分 南あわじ市 国

一般行政職
大学卒 179,200円 179,200円

高校卒 147,100円 147,100円

医師職 大学卒 246,400円 246,400円

看護職
大学卒 206,400円 206,400円

短大３卒 197,100円 197,100円

技能労務職 高校卒 149,200円 149,200円

区分

経験年数別平均給料月額

10年以上 15年以上 20年以上 25年以上 30年以上
35年以上

15年未満 20年未満 25年未満 30年未満 35年未満

南あわじ市 大学卒 272,560円 322,238円 359,966円 382,485円 397,155円 411,900円

（一般行政職） 高校卒 236,786円 296,888円 330,136円 360,290円 371,000円 398,386円

国 大学卒 ― ― ― ― ― ―

（行政職） 高校卒 ― ― ― ― ― ―

4 



（７）一般行政職の等級及び職制上の段階ごとの職員数の状況（平成30年4月1日）

（人） （％） （人） （人） （％） 段階

29

0

15

44

30

1

9

40

42

49

6

18

115

137

8

14

159

6

8

15

13

2

3

47

1

3

20

3

1

28

6

0

0

6

439 100

（注）１　職員数は、南あわじ市の給与条例に基づく行政職給料表の級別区分による職員数です。

（８）昇給期間短縮の状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　0名

-

（９）期末手当・勤勉手当（平成29年度）

（注）上記の平均支給額は、普通会計の期末・勤勉手当決算額を、普通会計に属する職員数428人で除した額です。

等級
等級別基準職務表に規定する

基準となる職務

合計 内訳 職制上の段階

職名

１級 定型的な業務を行う職務 44 10.0%

主事

84

保健師・栄養士

保育士・教諭・保育教諭

計

19.1%
主
事
級

保健師・栄養士

保育士・教諭・保育教諭

計

２級
高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う職務

40 9.1%

主事

３級
高度の知識又は経験を必要とする業
務を行い、かつ、係員を指揮指導す
る職務

115 26.2%

主査

115 26.2%

主
査
・
係
長
級

係長

主任保健師・主任栄養士

主任保育士・主任教
諭、主任保育教諭

計

４級
特に高度の知識又は経験を必要とす
る業務を行い、かつ、係員を指揮監
督する職務

159 36.2%

課長補佐

159 36.2%

課
長
補
佐
級

主任保健師・主任栄養士

主任保育士・主任教
諭、主任保育教諭

計

５級

１　課長の職務
２　委員会等の事務局の長の職務
３　本庁以外の施設の長の職務
４　特に高度の知識又は経験を必要
とす
　る業務を行い、かつ、課長又は委
員会
　等の事務局の長を補佐する職務
５　室長の職務

47 10.7%

課長

47 10.7%

課
長
・
主
幹
級

主幹

所長・館長・園長

副主幹

主任保育士・主任教
諭、主幹保育教諭

室長

計

６級

１　会計管理者の職務
２　副部長の職務
３　困難な業務を行う課長の職務
４　困難な業務を行う委員会等の事
務局
　の長の職務
５　困難な業務を行う本庁以外の施
設の長の職務

28 6.4%

会計管理者

28 6.4%

副
部
長
・
課
長
級

副部長

課長

事務局長

所長・館長・園長

計

７級

１　部長の職務
２　特に困難な業務を行う委員会等
の事
　務局の長の職務
３　特に困難な業務を行う本庁以外

6 1.4%

部長

6 1.4%
部
長
級

事務局長

所長・館長・園長・支配人

計

合計

区分 全職種

職員数（Ａ） 平成29年4月1日現在全職員数　 484名

普通昇給期間を短縮して昇給した職員数（Ｂ）

比率（Ｂ/Ａ）

区分
南あわじ市 国

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

支給割合

6月期 1.225ヶ月 0.850ヶ月 1.225ヶ月 0.850ヶ月

12月期 1.375ヶ月 0.950ヶ月 1.375ヶ月 0.950ヶ月

合計 2.60ヶ月 1.800ヶ月 2.60ヶ月 1.800ヶ月

1人あたり平均支給額 1,451,484円
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（10）退職手当（平成29年4月1日現在）

（注）上記は平成30年4月1日より適用の支給割合です。平均支給額は、平成29年度に退職した職員の額です。

（11）地域手当（平成29年度）

0 　％ 0 　％ 　％

（注）平成21年度から地域手当を廃止しています。

（12）特殊勤務手当（平成29年度）

 千円

 千円

 千円

（医師１人を除く） 　 円

   ％

14 手当

（注）上記の平均支給年額は、全会計の特殊勤務手当決算額を支給対象者92名(平成30年3月支給対象者・医師除く)

で除した額です。

（13）時間外勤務手当（平成29年度）

（注）上記の平均支給年額は、全会計の時間外勤務手当決算額を、管理職を除く職員数425人で除した額です。

区分
南あわじ市 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

支給
割合

勤続20年 20.445月分 25.55625月分 20.445月分 25.55625月分

勤続25年 29.145月分 34.5825月分 29.145月分 34.5825月分

勤続30年 36.105月分 42.4125月分 36.105月分 42.4125月分

勤続35年 41.325月分 49.590月分 41.325月分 49.590月分

最高限度 49.590月分 49.590月分 49.590月分 49.590月分

1人あたり平均支給額 6,954,286円 20,959,759円

支給実績（平成29年度決算額） 0円

支給職員1人当たりの平均支給年額 0円

支給率 支給対象職員数 国の基準 県の基準

－ 4.25

支 給 実 績 （ 平 成 29 年 度 決 算 額 ） 8,753

　う　ち　医　師　手　当 4,155

　う　ち　医　師　手　当　を　除　く　手　当 4,598

支 給 職 員 1 人 当 た り の 平 均 支 給 年 額 44,640

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 20.4

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ）

手当の名称
主な支給

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価
対象職員

感染症防疫作業従事手当 業務従事職員 感染症防疫に従事する業務 日額　 1,000円

じんあい作業従事手当 業務従事職員 じんあい作業に従事する手当 月額　 8,000円

行旅死亡人等取扱作業従事手当 作業従事職員
行旅病人及び死亡人の看護、移送又
は埋葬の業務

行旅病人　　１回 　2,000円

行旅死亡人　１回　10,000円

保育士従事手当 保育士 保育士業務 月額 　3,000円

保健師業務従事手当 保健師 保健師業務 月額　 3,000円

栄養士業務従事手当 栄養士 栄養士業務 月額　 3,000円

危険又は困難業務従事手当 業務従事職員
市長が性質、環境等が特に危険又は
困難とみなす業務

日額　 1,000円

幼稚園教諭従事手当 幼稚園教諭 幼稚園業務 月額　 3,000円

国民宿舎業務従事手当 業務従事職員 国民宿舎に勤務する副支配人及び調理師

副支配人　月額　8,000円

料理長　　月額　8,000円

調理師　　月額　3,000円

介護員業務従事手当 業務従事職員 介護業務 月額　 4,000円

社会福祉業務従事手当 生活保護担当職員

生活保護法の規定により、要保護者
等を訪問して行う指導、相談及び調
査業務

月額　 3,000円

火葬場業務従事手当 火葬場勤務職員 火葬に携わる業務 月額　40,000円

し尿処理業務従事手当 業務従事職員 し尿処理業務 月額　 8,000円

診療所業務従事手当 医師
診療所医師又は歯科医師に従事した
ものに支給

医師手当については月額45万
円の範囲内、研修手当につい
ては月額31万円の範囲内

総支給額（平成29年度決算額） 75,526千円

職員1人あたりの平均支給年額（支給対象者405人） 186,483円
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（14）その他の手当（平成29年度）

　　　　52,387千円

その他の扶養親族　6,500円

同 　　　　19,726千円

同

同 　　　　37,627千円

異

 1km未満　  2km未満　

　　　　 　552千円

　　　　85,433千円

　　　　85,433千円

　　　　85,433千円

（注）上記の平均支給年額は、全会計のそれぞれの手当決算額を、それぞれの対象職員数で除した額です。

手当名 内容及び支給単価

国の
制度
との
異同

国の制度と異なる内容
支給実績
（29年度
決算額）

支給職員
1人当たり

平均支給年額
（29年度決算額）

扶養手当

配偶者　　　　 　10,000円

同 46,335千円

251,823円
（対象者184人）

子　　　　　　　　8,000円

（配偶者がない場合の１人目
10,000円）

（配偶者及び子がない場合の
１人目9,000円）

※満16歳になる年度初めから
満22歳になった年度末までの
子1人につき5,000円加算

住居手当

借家居住者

14,718千円

313,144円

・家賃23,000円以下　家賃－
12,000円

・家賃23,000円超　11,000円
＋（家賃－23,000円）×1/2
（27,000円限度）

（対象者47名）

単身赴任手当を支給されてい
る職員の配偶者が居住する住
居
上記額の1/2を加算

初任給調整
手当

医師職給料表の適用を受ける職員
として新たに採用されたもの 同 4,966千円 4,965,600円
月額41万3,800円以内（35年） （対象者1名）

通勤手当

交通機関利用者
運賃相当額（その交通機関の
最長の定期券（6ヵ月）の額
を一括支給※ただし、支給限
度額１ヵ月当たり55,000円）

32,112千円

自動車等使用者 自動車等使用

  月額 1,000円   月額       0円

  1km以上 2km未満   月額 1,500円   2km以上 5km未満   月額 2,000円

  2km以上 3km未満   月額 3,000円   5km以上10km未満   月額 4,200円

  3km以上 4km未満   月額 3,600円  10km以上15km未満   月額 7,100円

  4km以上 5km未満   月額 4,200円  15km以上20km未満   月額 10,000円

  5km以上 6km未満   月額 4,800円  20km以上25km未満   月額12,900円

  6km以上 7km未満   月額 5,400円  25km以上30km未満   月額15,800円

73,316円  7km以上 8km未満   月額 6,000円  30km以上35km未満   月額18,700円

  8km以上 9km未満   月額 6,600円  35km以上40km未満   月額21,600円 （対象者438名）

  9km以上10km未満   月額 7,200円  40km以上45km未満   月額24,400円

 10km以上11km未満   月額 7,800円  45km以上50km未満   月額26,200円

 11km以上12km未満   月額 8,400円  50km以上55km未満   月額28,000円

 12km以上15km未満   月額 9,000円  55km以上60km未満   月額29,800円

 15km以上20km未満   月額10,000円  60km以上   月額31,600円

 20km以上25km未満   月額12,900円

 25km以上30km未満   月額15,800円

 30km以上35km未満   月額18,700円

 35km以上40km未満   月額21,600円

 40km以上45km未満   月額24,400円

 45km以上50km未満   月額26,200円

 50km以上55km未満   月額28,000円

 55km以上60km未満   月額29,800円

 60km以上   月額31,600円

単身赴任手当

勤務箇所を異にする異動等を伴
い、配偶者と別居し単身で生活を
することになった職員に対して支
給　月額30,000円

同 0千円
－

（対象者0名）

 宿日直手当
宿直勤務または日直勤務を行った
職員に支給
1回につき5,000円の範囲内

－ 2,775,500千円 6,265円
（延べ443回）

管理職手当

医師100,000円、部長70,000円

－ 44,191千円
690,484円課長55,000円、参与45,000円

保育所長、幼稚園長 40,000円 （対象者64名）

　主幹38,000円

管理職員特
別勤務手当

管理職員が臨時又は緊急の必
要その他の公務の運営の必要
により週休日又は休日等に勤
務した場合　勤務1回につき
8,000円を超えない額
週休日等以外の午前0時から
午前5時までの時間に勤務し
た場合　勤務1回につき4,000
円を超えない額

－ 854,000千円
18,978円

（対象者45名）
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（15）特別職の報酬等の状況（平成29年度）

給　　　料　　　月　　　額　　　等

円

円

円
円
円

（算定方式） （支給時期）

給料月額×48月×0.40 任期終了後

給料月額×48月×0.24 任期終了後

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（平成30年4月1日現在）

（２）主な休暇の種類（平成30年4月1日現在）

最大（繰越日を含め）1年につき40日間

公務上（通勤含む）の負傷若しくは疾病の場合　

その他の負傷若しくは疾病の場合　　

※　主な特別休暇は次のとおり

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として官公署へ出頭する場合必要と認められる期間

骨髄液提供のため検査、入院する場合 必要と認められる期間

自発的にかつ報酬を得ないで社会に貢献する活動を行う場合 1暦年5日以内

結婚に伴う行事等のため必要と認められる期間 5日以内

出産日までの請求期間

出産の日の翌日から8週間を経過する日まで 8週間

配偶者の出産に伴い出産の付き添い等補助する場合 2日以内

勤務することが著しく困難なとき 請求期間

1回

負傷又は病気の家族の看護をする場合 1歴年5日以内

父母の追悼をする場合（父母の死亡後15年以内） 1日

7月から9月までの期間において5日の範囲内 5日以内

勤続年数20年及び30年に達した日以後1年経過日までの期間 連続する3日以内

区　　　分

給
料

市　　　長

（参考）類似団体における最高／最低額

850,000
　 　　　1,010,000円　／　440,000円

副  市  長 　　　 　　800,000円　／　552,000円680,000

報
酬

議 長 450,000 　　 　　　528,000円　／　274,000円

副 議 長 378,000 　　　　 　450,000円　／　234,000円

議 員 346,500 　　　　　 420,000円　／　220,000円

期
末
手
当

市 長
（29年度支給割合） 4.40月分

副 市 長

議 長

（29年度支給割合） 4.40月分副 議 長

議 員
退
職
手
当

市 長

副 市 長

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

1日7時間45分
8:30 17:15 12:00～13:00

1週38時間45分

休暇の種類 内容、付与要件等 期間等

年次休暇
職員が請求した時に付与される休暇 １暦年につき20日以内

病気休暇
必要と認められる期間

90日の範囲内で必要と認められる期間

特別休暇
特別の事由により職員が勤務しないことが相当である場合に与えられる休暇 それぞれの休暇に応じた

日数・時間

選 挙 権 等 公 民 権
行 使 に 係 る 休 暇

選挙権その他公民としての権利を行使する場合でやむを
得ないと認められるとき

必要と認められる期間

官公署出頭に係る休暇

骨髄提供のための休暇

ボ ラ ン テ ィ ア 休 暇

結 婚 休 暇

産 前 休 暇 出産予定日前8週間目に当たる日（多胎妊娠は14週間）から出産日当日まで

産 後 休 暇

育 児 時 間 休 暇 生後1年未満の子を養育するため 1日につき2回、各60分以内の時間

妻 の 出 産 休 暇

男 性 の 育 児 参 加
の た め の 休 暇

配偶者の産前産後の期間に、出産に係る子又は小学校就学前
までの子を養育する場合

5日以内

生 理 休 暇

妊 産 婦 健 診 等 休 暇
妊産婦である女性職員が母子保健法に規定する保健指導また
は健康診査を受ける場合

妊娠満23週 4週間に1回

妊娠満24週～満35週 2週間に1回

妊娠満36週～出産 1週間に1回

産後1年まで

妊 産 疾 病 休 暇
妊娠中及び出産後の職員が保健指導等に基づく指導事項を守
るために申し出た場合

必要があると認められる期間

通 勤 緩 和 休 暇
職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児
の健康保持に影響があると認められるとき

勤務時間の始め又は終わりに
つき、1日1時間を超えない範
囲内で必要と認められる期間

家 族 の 看 護 休 暇

短 期 介 護 休 暇
要介護者の世話を行うため勤務しないことが相当であると認
められる場合

1歴年5日以内

忌 引 休 暇
職員の親族が死亡した場合で、葬儀、服喪等のため勤務
しないことが相当と認められるとき

親族の区分により1日から
10日までの期間

追 悼 休 暇

夏 季 休 暇

リ フ レ ッ シ ュ 休 暇

住 居 滅 失 等 地震、水害などの災害で被災し、現住居が滅失又は損壊した場合　 必要と認められる期間

交 通 遮 断 災害や交通機関の事故等により出勤することが著しく困難な場合　 必要と認められる期間

危 険 回 避 災害時において、退勤途上における身体の危険を回避する場合　 必要と認められる期間

介護休暇
配偶者、父母、子等が負傷、疾病又は老齢により介護を
必要とする場合に認められる無給の休暇

3回を超えず、かつ、通算し
て6月を超えない範囲内で指
定する期間内

介護時間
要介護者の介護をするため、当該介護を必要とする連続する
3年の期間内において1日の勤務時間の一部につき勤務しない
ことが認められる場合の無休の休暇

1日2時間を超えない範囲内

組合休暇 職員団体の業務に従事する場合に認められる無給の休暇　 1暦年につき30日以内
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（３）年次休暇の取得状況（平成29年1月1日～平成29年12月31日）

（注）対象人数は、対象期間の全期間在職した者（調査対象期間の中途で採用された者及び退職した者は含まない。）とし、

対象期間中に育児休業、休職、派遣の期間がある職員を除いています。

５　職員の休業の状況

（１）職員の休業制度の概要（平成30年4月1日現在）

※ これらの休業等は、休業中又は休業している時間は無給になります。

（２）職員の休業等の取得状況（平成29年度）

※ 配偶者同行休業は、平成28年3月30日に条例が施行されました。

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）職員の分限処分の状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

　分限処分とは、勤務実績がよくない場合などに、公務能率の維持及び適正な

運営の確保を目的として行う不利益処分（降任、免職及び休職）のことです。

（２）職員の懲戒処分の状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

　懲戒処分とは、職員が法令に違反した場合などに、公務における規律と秩序の

維持を図ることを目的として行う職員の不利益処分（免職、停職、減給及び戒告）

のことです。

対象人数
（Ａ）

総付与日数
（Ｂ）

総取得日数
（Ｃ）

取得率
（Ｃ/Ｂ×100）

1人あたり

平均取得日数

（Ｃ/Ａ）

305 12,113 2,842 23.5 9.3

区　　　　分 内　　　　　　　　　容

育 児 休 業
地方公務員の育児休業等に関する法律の規定に基づき、子が3歳に達する日までその
子を養育するために休業できる制度

部 分 休 業
地方公務員の育児休業等に関する法律の規定に基づき、子が小学校就学の始期ま
で、その子を養育するため、勤務時間の始め又は終わりにおいて1日を通じて2時間
の範囲内で休業できる制度

育児短時間勤務

地方公務員の育児休業等に関する法律の規定に基づき、子が小学校就学の始期ま
で、その子を養育するため、希望する日及び時間帯において、１週間当たりの勤務
時間を19時間25分、19時間35分、23時間15分、24時間35分となるように勤務するこ
とができる制度

自己啓発等休業
大学等課程の履修又は国際貢献活動をすることが、職員の公務に関する能力の向上
に資すると認められる場合、これらをするため、３年を超えない範囲内で休業する
ことができる制度

配偶者同行休業
６月以上にわたって配偶者の外国での勤務が継続することが見込まれる場合、配偶
者に同行するため、３年を超えない範囲内で休業することができる制度

区分 取得者数 うちH29新規取得者

育児休業 20人 12人

部分休業 20人 4人

育児短時間勤務 0人 0人

自己啓発等休業 0人 0人

配偶者同行休業 1人 1人

区　　　　分 降　　任 免　　職 休　　職 合　　計

勤務実績が良くない場合 0人 0人 0人 0人

心身の故障の場合 0人 0人 4人 4人

職に必要な適格性を欠く場合 0人 0人 0人 0人

廃職又は過員となった場合 0人 0人 0人 0人

刑事事件に関し起訴された場合 0人 0人 2人 2人

区　　　分 免　　職 停　　職 減　　給 戒　　告 合　　計

一 般 服 務 関 係 2人 0人 0人 0人 2人

公 金 官 物 取 扱 関 係 0人 0人 0人 0人 0人

公 務 外 非 行 関 係 0人 0人 0人 0人 0人

道 路 交 通 法 違 反 関 係 0人 0人 0人 0人 0人

監 督 責 任 関 係 0人 0人 2人 0人 2人

【用語解説】
免職：職員の身分を失わせる処分です。
停職：職員を懲罰として職務に従事させない処分です。停職期間中は無給となります。
減給：一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分です。
戒告：職員の規律違反の責任を確認し、その将来を戒める処分です。

9 



７　職員の服務の状況

（１）服務規律遵守に関する取り組み（平成29年度）

１）年末年始の綱紀の粛正について（平成29年12月22日発総務部長通知）

　　（綱紀粛正、虚礼廃止、交通事故防止）

２）綱紀の粛正について（平成30年1月12日発市長通知）

３）公務員倫理研修（対象：管理職「適正な入札執行」）

（２）営利企業従事許可に関する状況（平成29年度）

（注１）内訳は、地域内起業促進事業（1人）、労働力統計調査員(1人)、住宅・土地統計調査単位設定指導員（16人）、

　 就業構造基本調査調査員（2人）、工業統計調査指導員(1人)、南あわじ市農業共済連絡員及び損害評価員(4人)です。

８　職員の退職管理の状況

（１）職員の退職管理制度の概要（平成30年4月1日現在）

　平成２６年５月１４日に地方公務員法が改正され、平成２８年４月１日から地方

公務員の退職管理の適正を確保するための制度が設けられました。

 ① 管理職であった職員が退職後、営利企業等に再就職した場合、市長に再就職の

　状況を届け出ることを義務付ける。

 ② 営利企業等に再就職した元職員が、現職の職員に対して契約等事務に関する働

　きかけを原則禁止する。

 ③ 現職の職員が、営利企業等に再就職した職員から契約等事務に関して働きかけ

　された場合、市長へ届出ることを義務化する。

（２）退職者（※1）の再就職状況の概要（平成29年4月1日～平成30年3月31日退職者）

営利企業等の従事の内容 許可件数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の団体の
役員、顧問、評議員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級
職員の地位を兼ねる場合

0件

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 1件

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（注１） 24件

市に再就職 市以外に再就職

小計

届出
なし
（※
3）

計
再任用

その他（非常
勤特別職等）

国、地
方公共
団体等

地方独
立行政
法人

市が出資する
公社等（※2）

その他

全体 12 1 0 0 0

うち課長級以上
の退職者（※
４）

6 1 0 0 0 2 9 2 11

2 15 23 38

※４退職時の職位が課長級以上の職員。ただし、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ地方公務員又は国家公
務員となるため退職し、引き続き地方公務員又は国家公務員となった場合の場合は除く。

※２ 　市が出資等を行う法人で、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成12年法律第50号）
第２条による市職員の派遣が認められている法人、市長が代表者に就任している法人及び市が25％以上出資等して
いる法人。

※１　臨時的に任用された職員、条件附採用期間中の職員及び非常勤職員の退職者を除く。

　届出の義務がない場合、再就職していない場合、雇用形態が日々雇用である場合又は営利企業以外の法人その他
の地位に就いた場合で年間の報酬額が103万円以下である場合

※３ 
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９　職員の研修の状況

（１）　職員の研修の状況（平成29年度）

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）共済組合負担金（平成29年度）

（注）上記の負担額は、普通会計の決算額を、普通会計に属する職員428人で除した額です。

（２）職員互助会負担金（平成29年度）

（注）上記の負担額は、普通会計の決算額を、普通会計に属する職員428人で除した額です。

（３）退職手当組合負担金（平成29年度）

（注）上記の負担額は、普通会計の決算額を、普通会計に属する職員428人で除した額です。

（４）職員健康診断等の実施状況（平成29年度）

（５）公務災害等の発生状況（平成29年度）

　　　　０件

　　　　０件

（注）１　地方公務員災害補償制度は、職員が公務上の災害又は通勤上の災害を受けた場合に、その

　　　　　災害によって生じた身体的損害に対し補償するものです。本市は地方公務員災害補償基金

　　　　　兵庫県支部に加入し、同支部が公務災害補償制度の実施を行っています。

派遣研修

兵庫県企画県民部企画財政局市町振興課

区　　　　　　　　　　　　　　　分 受講者数

課長職研修 －

係長級職員研修 21人

58人

公務員倫理研修（対象：管理職「適正な入札執行」） 45人

新任職員研修 13人

1人

兵庫県淡路県民局地域振興部洲本土地改良事務所 2人

兵庫県淡路県民局県民交流室未来島推進課 2人

市
単
独
研
修

階層別研修

市町職員第２部研修 8人

その他研修

人権研修（対象者：非常勤職員等含む。） 628人

交通安全研修（対象者：非常勤職員等含む。） 342人

メンタルへルス研修（対象者：管理職）

11人

市町村振興協会主催 Word、Excel、PowerPoint、AutoCAD、情報セキュリティ等パソコン研修 11人

淡路広域行政主催 淡路３市合同新任職員研修 13人

女性リーダー育成研修、クレーム対応力研修、協働による政策づく
り、民法研修、接遇指導者研修、研修担当者研修

兵庫県市町振興課主催
給与、人事、地方債、徴収、財政、交付税、法制執務、新地方公会
計、地方公営企業会計、財務等担当者研修、協働による政策づくり

22人

兵庫県自治研修所主催

市町職員第１部研修 3人

監督職研修 25人

管理職研修（課長級） 7人

市町村アカデミー等主催 データ分析、行政評価、児童虐待 3人

その他 地方財政関係研修、自治大学校事後研修等 －

区　　　　分 市町村職員共済、公立学校共済の合計

金　　　　　　額 447,434千円

１人当たり負担額 1,045,407円

区　　　　分

金　　　　　　額 3,271千円

１人当たり負担額 7,642円

区　　　　分

金　　　　　　額 276,841千円

１人当たり負担額 646,824円

区　　　　分 受　診　者　数

定　期　健　康　診　断 207人

人　間　ド　ッ　ク 244人

子　宮　頸　ガ　ン　検　診 30人

脳　ド　ッ　ク 49人

申　　　　　　請 認　　定 不　認　定 継続審議

公　務　災　害 １件 １件 　　　　０件

通　勤　災　害 １件 １件 　　　　０件
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